地域で暮らす人への看護　講義資料
第8回　精神的な課題を抱える人への地域支援
― 地域生活の継続と社会とのつながり ―
本時の目標
(1) 精神障害者の地域移行・地域定着支援の考え方を理解する。
(2) 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの概要を理解する。
(3) 再発予防・服薬管理と生活支援の視点を理解する。
(4) 精神障害者保健福祉手帳、障害年金等の関連制度を理解する。
(5) 家族への支援と偏見・スティグマへの理解を深める。
(6) 社会とのつながりを維持するための地域資源を理解する。
本時の構成(90分)
	時間の目安
	内容
	形態

	5分
	導入(本時のねらい・キーワードの確認)
	講義

	45分
	講義:1 地域移行・地域定着支援〜6 社会とのつながりを支える地域資源
	講義

	25分
	事例演習(個人検討・グループ共有)
	演習

	10分
	解答・解説の確認
	講義

	5分
	まとめ・次回予告
	講義



講義
1. 精神障害者の地域移行・地域定着支援の考え方
かつて精神障害者は、症状が安定していても長期入院を続ける「社会的入院」が多くみられた。現在は、できる限り住み慣れた地域で生活を続けられるよう支援する方向へと転換が進められている。
	地域移行支援
退院に向けた住居確保の相談、体験宿泊等の支援
	地域定着支援
退院後の緊急時の相談対応、関係機関との連絡調整


入院中の相談支援だけでなく、退院後も安心して地域生活を継続できるよう、切れ目のない支援体制を整えることが重要である。

2. 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
精神障害の有無にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らせる地域を目指す「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築が進められている。次の6つの要素を包括的に整備することが目指されている。
	住まい
	医療
	障害福祉・介護

	社会参加(就労)
	地域の助け合い
	教育(普及啓発)


これらの要素は、保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、地域の実情に応じて有機的に連携させることが重要である。

3. 再発予防・服薬管理と生活支援の視点
精神疾患は再発を繰り返しやすい特徴があり、服薬の中断は再発の大きな要因の一つとされる。看護職には、療養者が無理なく服薬を続けられるよう、日常生活に即した工夫を共に考える姿勢が求められる。
具体的な看護場面　服薬のタイミングを起床・食事など日課に組み込んで提案する、副作用について率直に相談できる関係を築く、睡眠リズムの乱れや対人関係のストレスなど再発の前兆となるサインに本人・家族とともに気づけるようにする、などが挙げられる。

4. 精神障害者保健福祉手帳、障害年金等の関連制度
精神障害のある人の生活を経済的・社会的に支える制度として、次のようなものがある。
	
	精神障害者保健福祉手帳
	障害年金

	根拠法
	精神保健福祉法
	国民年金法・厚生年金保険法

	等級・級
	1級〜3級
	1級・2級(厚生年金は3級もあり)

	主な内容
	税制優遇、公共料金の割引等
	生活・就労の制限に応じた年金の支給


いずれの制度も、対象者本人の申請に基づいて手続きが行われるため、看護職には制度の概要を理解し、必要な人に情報を届ける役割が求められる。

5. 家族への支援と偏見・スティグマへの理解
精神障害のある人の家族もまた、再発への不安や介護負担、社会の
偏見(スティグマ)にさらされる経験を重ねていることが多い。家族会や家族心理教育など、家族自身を支える取り組みも重要である。
具体的な看護場面　看護職自身が精神障害に対する偏見を持たず、当事者・家族に誠実に向き合う姿勢が、地域全体の理解を広げる第一歩となる。

6. 社会とのつながりを維持するための地域資源
1. デイケアは、日中の活動の場を提供し、生活リズムの維持や対人関係の練習の機会となる。
1. 就労継続支援(A型・B型)、就労移行支援などが、社会参加や役割の獲得を支える。
1. 当事者同士が経験を分かち合う「ピアサポート」も、地域生活を続ける上での大きな支えとなる。
事例演習
Hさん(45歳、男性)は、統合失調症で20代から入退院を繰り返してきた。今回は6か月間の入院を経て、症状が安定し、退院に向けて準備を進めている。本人は「また同じことの繰り返しにならないか不安」と話す一方、「今度こそ地域で落ち着いて暮らしたい」とも話している。同居予定の母親(72歳)は、「再発しないか、私が先に倒れたらこの子はどうなるのか」と心配している。本人はデイケアの利用に関心を示しており、将来的には就労継続支援B型の利用も考えている。
設問1　地域移行支援・地域定着支援の視点から、Hさんの退院に向けてどのような支援が考えられるか整理してみよう。



設問2　Hさんが再発を防ぎながら地域生活を続けられるよう、服薬管理・生活支援の面でどのような関わりが考えられるか考えてみよう。



設問3　Hさんと母親が安心して地域生活を続けられるよう、どのような社会資源や家族への支援が考えられるか挙げてみよう。


事例演習　解答・解説【教員用】
【教員用】設問1について
地域移行支援として、退院後の住居の確認、体験外泊等を通じた生活イメージづくり、デイケアなど退院後に利用するサービスの見学・調整が考えられる。
地域定着支援として、退院後に症状悪化の兆しがみられた際の相談先(訪問看護、精神科病院の相談窓口等)をあらかじめ明確にしておくことが重要である。
本人の「また繰り返さないか不安」という気持ちにも配慮し、本人の意向を確認しながら支援を組み立てる視点があるかを確認する。
【教員用】設問2について
生活リズム(起床・食事等)に服薬を組み込む、副作用や気になることを相談しやすい関係づくりを行う等の関わりが考えられる。
睡眠の乱れや対人関係でのストレスなど、Hさん自身の再発の前兆となりやすいサインを本人・家族と共有し、早期に気づける体制を整える。
訪問看護や精神科デイケアなど、定期的に状態を確認できる場につながっていることの重要性にも触れられているとよい。
【教員用】設問3について
デイケアの利用による生活リズムの維持と対人交流の機会の確保、将来的な就労継続支援B型の利用に向けた情報提供が考えられる。
母親の「自分が倒れたら」という不安に対し、家族会や家族心理教育等、家族自身を支える資源につなぐことも重要である。
精神障害者保健福祉手帳や障害年金など、経済面を支える制度についても情報提供が考えられる。
本人と家族、双方の思いに目を向け、一つの機関に抱え込ませない体制を考える視点があるかを確認する。



看護師国家試験　過去問題
【問題1】　57歳の女性。1人暮らし。統合失調症による入退院を繰り返していたが、1年間の入院を経て日常生活動作〈ADL〉がほぼ自立し、服薬の自己管理もできるようになった。退院に向けて利用するサービスとして適切なのはどれか。
1. 療養介護
2. 施設入所支援
3. 地域移行支援
4. 自立訓練としての機能訓練

【問題2】　精神障害者保健福祉手帳の交付によって精神障害者に適用されるのはどれか。
1. 行動援護の介護給付
2. 所得税の障害者控除
3. 自立支援医療(精神通院医療)
4. グループホームで必要な日常生活上の援助




















看護師国家試験　過去問題
【問題1】　57歳の女性。1人暮らし。統合失調症による入退院を繰り返していたが、1年間の入院を経て日常生活動作〈ADL〉がほぼ自立し、服薬の自己管理もできるようになった。退院に向けて利用するサービスとして適切なのはどれか。
1. 療養介護
2. 施設入所支援
3. 地域移行支援　◀ 正解
4. 自立訓練としての機能訓練
解説　地域移行支援は、障害者支援施設に入所している人や精神科病院に入院している人を対象に、住居の確保その他地域における生活に移行するための相談、外出への同行支援、体験宿泊等の支援を行うサービスである。設問の状況のように、症状が安定し退院を目指す段階にある人に適した支援といえる。
出典：第110回看護師国家試験　午前61問

【問題2】　精神障害者保健福祉手帳の交付によって精神障害者に適用されるのはどれか。
1. 行動援護の介護給付
2. 所得税の障害者控除　◀ 正解
3. 自立支援医療(精神通院医療)
4. グループホームで必要な日常生活上の援助
解説　精神障害者保健福祉手帳の交付を受けると、所得税・住民税の障害者控除など税制上の優遇措置が適用される。行動援護、自立支援医療、グループホームでの日常生活上の援助はいずれも障害者総合支援法に基づくサービス・給付であり、手帳の交付によって直接適用されるものではない。
出典：第113回看護師国家試験　午後63問

